
78 エネルギー・資源

ダイオキシンーその問題点と対策の方向

ダイオキシン類の分解技術
DestructionTechnologiesofDioxins

1．はじめに

ダイオキシン問題への社会的な関心がここ数年一気

に高まり，技術に対してもさまざまな面から期待や批

判が寄せられている．ダイオキシン類への対策技術は

近年非常に進歩し，排ガス処理としてのダイオキシン

類の除去および分解処理技術，焼却灰や飛灰などの残

漬に対する熱処理技術が実用技術として普及しつつあ

る．

排ガスの高度浄化により大気環境へのダイオキシン

類の排出削減が進むとともに，残置対策の必要性が認

識され，両排出過程を含めてごみ焼却施設からの排出

量をごみ1トン当たり5〃9以下とすることが目標と

して掲げられるようになった】)．総量の削減を図る上

では，処理施設に流入したあるいは処理の過程で生成

したダイオキシン類を適切に分解する必要がある．

筆者はかつて，ダイオキシン類の分解技術を総説と

して整理した2)が，そこで取りあげた中で研究開発や

実用化が進展した技術がある一方，研究段階以上の進

展がなかった技術もある．本稿では，最近までの動向

の中から現在実用化されている分解技術をはじめとし

て，研究開発段階であるが比較的多くの注目を集めて

いる分解技術を中心に，現状と今後の課題などについ

て述べる．

なお，分解対象となるダイオキシン類を含む媒体は，

焼却排ガス，飛灰・焼却灰などの灰や土壌などの固体

および廃液と思われるので，主としてこれらについて

取りあげることとする．

2．排ガス中のダイオキシン類分解

排ガス中に含まれるダイオキシン類を対象とした処

理技術いわゆる高度排ガス処理技術には，主なものと
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して現在のところ次の4方式をあげることができる．

すなわち，1）バグフィルターを適用した低温・高効

率集じん法，2）活性炭系吸着剤による吸着法，3）

触媒を用いた分解法,4)DeNovo合成の進行を抑

制する薬剤添加法である．ただし，4）は研究開発段

階であり，わが国で実用化された例はまだない．

これらの中で触媒分解法は従来，脱硝を目的として

適用されていたが，ダイオキシン類に対しても適用性

が種々検討されている3)．最近では実機での適用例も

出てきつつある．

触媒分解法で適用される触媒の素材は，二酸化チタ

ン(TiO2),酸化バナジウム(V205),酸化モリブデ

ン(MoO3),酸化タングステン(WO3),白金(Pt)

およびパラジウム(Pd)などの貴金属類である．適

用例が比較的多いのはTiO2を担体としてV205を担持

させた組み合わせである．最近では，活性炭素繊維に

上記貴金属類を担持させる方法なども提案されている．

これらの脱硝触媒は，温度の面で，250～300℃とい

うダイオキシン類の生成抑制を考慮した排ガス処理系

に適用される排ガス処理温度との比較ではやや高温を

要した．このことは，ダイオキシン類の生成抑制と除

去に有効な200℃以下で運転されるバグフィルターと

の組み合わせにおいて触媒プロセス前での再加熱を必

要とした．そのため，200℃程度以下の低温でも脱硝

およびダイオキシン類除去能をもつ触媒の探索が活発

に行われている．実排ガスを用いたパイロット実験で，

180ないし170℃においても90～98%程度の除去率が得

られており4)，触媒塔入口のダイオキシン類濃度が2

ng-TEQ/m3N程度のとき出口濃度はおおむね0.1n9-

TEQ/m3N以下の値が得られている．

脱硝触媒をバグフィルターのろ布に組み込んだ適用

方法も検討されており5)，これによれば処理システム

を単純化することも可能である．
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3．固体または液体中のダイオキシン類分解

ここでいう固体は，主として，ダイオキシン類を高

濃度に含む焼却後の飛灰および焼却灰を指すものとし，

さらに土壌や各種固体状の廃棄物も類似物として想定

する．したがって，通常の焼却処理は取りあげない．

また，液体としては，廃油および排水を想定する．

3.1高温溶融法

高温溶融によるダイオキシン類など有機化合物分解

の基本的な要因は，当然ながら約1300～1500℃の高温

である．灰分や金属が溶融する高温で，廃棄物の減容

と有害有機化合物などの分解を図れる実用的な無害化

処理方法として，効率および信頼性ともに高く，適用

性も広い．

加熱温度と各種有機化合物の分解特性を実験室規模

の反応管で調べた研究例6)によると，滞留時間1秒で

おおむね700℃前後から分解が始まっている．ここで，

有機化合物が複数共存すると単独の場合より低温で分

解を生じ，とくに有機塩素化合物の場合，炭化水素が

共存するとこれらが水素原子の供与体となって分解が

進行しやすくなる．したがって，溶融処理で適用され

る高温に十分な滞留時間置かれればほぼ完全に分解さ

れると考えてよい．

米国ではRCRA(資源保全再生法）の中で，有害

物質の分解除去効率を,DRE(Destructionand

RemovalEfficiency)として次のように定義し，処

理技術を評価している7)．

DRE(%)=100×(Win-W｡ut)/Wi,(1)

ここで,Wmは有害物質の流入（たとえば[g/S]),

W･雌は流出量（同[g/s])である．通常の有害廃棄

溶融炉
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物処理においては，99.99％のDREが基準とされ，

PCBやダイオキシン類などのように有害性の高い優

先物質に関しては，これが99.9999%(6-9DRE)

となる．

しかし,DREに関してとくにダイオキシン類の場

合，固体廃棄物中の濃度は通常かなり低いことから，

DREの算出に対する疑問も呈せられている8).処理

後の排出ガス中の濃度で規制する方法，より安全側の

判断ができる代替物質を用いることが考え方として提

案されている．

焼却残濱に対する溶融処理の適用が，種々検討され

ている．処理能力20t/dの実証試験施設において，焼

却灰および飛灰の混合物を溶融処理したときの系全体

でのダイオキシン類収支と分解率9)を図-1に示す．こ

の試験では，溶融室内の酸素濃度を0.2%とした還元

雰囲気と1.5％とした酸化雰囲気を設定し，それぞれ

の処理量は16.8および21.3t/d,主燃焼室の温度は

1320℃前後，二次燃焼室の出口温度は1100℃前後であっ

た．いずれの条件の場合も，ダイオキシン類が全体で

99.94％（毒性等量値）分解されている．これをはじ

め多くの試験データから，灰に対する高温溶融処理は，

実用性が十分に確認された段階に達したといってよい

と思われる．しかし，多くの測定事例の中には溶融炉

出口の排ガス濃度がダイオキシン類発生防止等ガイド

ラインを超える場合もかなりみられることから，排ガ

ス冷却過程での生成抑制に向けた検討の必要性が残

る10).

なお，焼却施設における都市ごみの処理において，

排ガスと固体残澄による系外へのダイオキシン類の総

排出量をごみ1トン当たり5"g-TEQとすることが

排ガス処理

~fW溶融スラグ 溶融飛灰
混合灰

還元

Run2-1

混合灰

酸化

Run2-2

52320000

(490500)

41900000

(460900)

63360000

(732600)

96220000

(1160300)

5364

(219）

10115

(161）

62990

(403)

82885

(618）

15424

(169）

18772

(128）

分解率

99.93％

(99.94％）

99.92％

(99.94％）

単位:ng/h()内はTEO値

図－1高温溶融処理におけるダイオキシン類収支と分解率の例9）
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た．Hagenmaierら'7)は，酸素のない条件下でのフ

ライアッシュ中ダイオキシン類の熱分解について種々

検討し，分解が飛灰の触媒作用によるものであること

を明らかにした．加熱脱塩素化法と一般的に呼ばれ，

気相中酸素濃度を1%程度以下に制限し，温度約400

℃で行う方法はハーケンマイヤーフ°ロセスとして知ら

れ，わが国でもいくつかのメーカーがこれまでに技術

導入を図っている18)．

ハーゲンマイヤープロセスでは還元雰囲気に保つこ

とが要件であるが，この気相中酸素濃度に関しては，

板谷ら'9)によると，通常の空気条件においても温度が

増加するにつれてPCDDおよびPCDFともに減少す

る．窒素ガスを供給して酸素濃度を3～4％に抑制し

た場合と空気を供給して7～8％とした場合とでは，

図-2に示すように，灰中残存濃度に大きな違いはない

ことが示されている19).

図-3は加熱脱塩素化システムの一例である．この方

式では，加熱・脱塩素を生じさせた灰が冷却する過程

で，徐々に冷却してダイオキシン類の生成しやすい温

度域の時間がある程度長いと，再びダイオキシン類の

濃度の増加があり得るので注意が必要である．実際の

プラントでは450℃程度の加熱温度から熱交換によっ

て80℃程度まで速やかに冷却する工夫がなされている．

なお，この再生成ではPCDDよりもPCDFの増加が

顕著となるようである19)．

加熱脱塩素化方式を適用した実機の運転例について，

500kg/hの処理能力でストーカ炉飛灰を300～400｡C

将来的な目標とされている．溶融固化法はこの点で有

効な手段と思われ，実際に算出した例'1)によると，総

排出量はごみ1トン当たり0.59～090"g-TEQになる．

排出されるダイオキシン類の約7～8割は残瘡に付随

するものであり，このように，単に排ガス中の濃度低

減だけでなく，固体残酒を含めた排出量の最小化が今

後の方向であろう．

通常の焼却炉に残置を投入する処理方法も試みられ

ている12).3Rプロセスにおいて金属類を酸で抽出し

た後にペレット化し，焼却炉に入れることでダイオキ

シン類の分解を図るものである．

汚染土壌への適用に関しては，米国ミズーリ州のダ

イオキシン汚染土壌にロータリーキルンによる焼却と

高温2次燃焼を適用した試験結果が報告されており13),

キルン内の温度820～920･C,2次燃焼チャンバーの温

度1,150～1,200･C,滞留時間2.5～3.2秒の条件で,TC

DDについてDRE99.9999%以上を達成している．ま

た，ドイツでは，ロータリーキルンを用いて天然ガス

を補助燃料としてダイオキシンおよびPCB含有土壌

の焼却処理を行い，高い分解率を得た例'4)がある．イ

タリアでも，セベソでの事故によってダイオキシンに

汚染された廃棄物に高温焼却法が適用されている15)．

3.2加熱分解法

排ガスの冷却過程において，300～350℃程度の温度

範囲でダイオキシン類が生成する一方で，それらの分

解もまた生じる．観察されるのはこの正逆反応が総合

されたみかけの現象である．

Voggら16)が，飛灰を120～600.Cの範囲で約2時間

加熱することにより,300℃前後で新規にダイオキシ

ン類が生成する一方で,600℃近くに温度を上げてい

くと分解が生じることを見い出して以来，処理への応

用あるいは基礎的な現象解明の研究が多く行われてき

駆
士
▼

1

O窒素供給4.5分加熱

●空気供給4.5分加熱

◆空気供給9.0分加熱TO1
曹

丑
腿
鎚

'qO,

三
一

揖

！
：

灰

0.001

400500600700

灰加熱温度〔℃〕

図－2灰加熱温度とダイオキシン類残留濃度比の関係

例19）

冷却灰▼

図3加熱脱塩素化システムの例19
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で処理し，ダイオキシン類の分解率90～100%,処理

灰中の濃度O～0.16ng-TEQ/gが報告されている20).

なお，加熱脱塩素化法では低沸点の金属類がどのよう

な挙動をするかを把握しておく必要がある．分解対象

の飛灰中の水銀に着目した調査例2')では，ほとんどが

装置出口ガスの凝縮水中に移行するとされているが，

他の低沸点金属類を含めた検討が今後も必要であろう．

加熱脱塩素化処理に対する雰囲気条件の影響が,H

Clの共存という面から検討され22),これが共存しなけ

れば窒素中でも空気中でも500℃,10分間で分解が生

じるのに対し,HClが共存すると分解に要する時間が

長くなるという知見が得られている．

一方，汚染土壌や廃油などを対象として，還元雰囲

気で，650～800℃前後での熱分解処理技術が提案され

ている23'24).これらはPCBや一般の有機塩素化合物を

対象として，後述する化学的分解法との組み合わせに

よる分解プロセスとされることもある25)．ダイオキシ

ン類への適用効果の確認はまだない．大気汚染物質排

出量をできるだけ少なくするという観点からは，焼却

法より熱分解法の方が有利であり，実用化のための検

討を重ねていく価値はあると思われる．

3.3化学的分解法

化学的分解法は，近年，有害化学物質に対する焼却

処理の代替技術として注目されている．その特徴とし

て26),1)反応温度が比較的低くかつ大気圧で反応が

進むことから，制御すべき因子が少なく，また装置の

小型化が図れること，2）単純な脱塩素反応であるこ

とから有害副生成物の生じる可能性が少ないこと，3）

液相のみの反応であるため，貯留や処理後のモニタリ

ングが容易なこと，が指摘される．ただし，化学的分

解法は，主としてPCBを含む廃棄物に対する処理技

術として開発されてきた経緯があり，ダイオキシン類

分解という点ではまだ実際的な検討およびデータの取

得が比較的少ない．

3.3.1BCD法

BCD(BaseCatalyzedDecomposition)法はE

C
｜奄嚇芦｜＋

ly
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PAによって開発された脱塩素化法であり,PCB､P

CP(ペンタクロロフェノール）およびこれらによっ

て汚染された土壌の浄化に適用されてきた．化学的分

解法の中でもっとも検討事例の多い方法である．

BCD法による土壌浄化プロセスは,2段階からな

る27)．第1段階では，掘削した土壌を破砕・分級した

後炭酸水素ナトリウムを添加・混合し，間接加熱によ

り300～350℃に加熱した反応器で汚染物質を脱離する．

水蒸気とともに土壌から分離した有機汚染物質は，油

状凝縮液として回収される（第2段階)．凝縮器から

の排ガスは活性炭吸着処理をして放出される．液状物

反応器では，水素供与体，炭素系触媒およびアルカリ

剤を添加後第1段階と同程度の温度で分解反応を行わ

せる．図-4は,BCD法における反応の概念を示して

いる．触媒の働きにより，熱的な処理技術よりは比較

的低温で脱塩素を引き起こすことができる．しかし一

方で，ビフェニルなどの有機化合物の骨格は残ること

になる．無機化技術でないことは知っておきたい．

PCB汚染土壌に対する基礎的なBCD法の分解特性

が実験室規模で検討され，最適な反応条件，土壌中で

もすでに脱塩素反応が生じることなどが明らかにされ

た27)．さらに，反応の速度論的検討も行われた28)．

PCBおよびダイオキシン類を含むニューヨーク／

ニュージャージー港の堆積物をBCD法によって浄化

した事例")でも，1）湿堆積物に炭酸水素ナトリウム

を添加後340℃に加熱して水分を除去し，また有機物

をある程度分解し，2）水酸化ナトリウムと水素供与

体としての油および触媒を添加して，同温度で有機汚

染物質を分解している．総ダイオキシン類18ppb,総

PCBl.5ppmを含んでいた試料が99%以上分解したと

述べられている．

さらに，ダイオキシン類に関しては,PCB中に不

純物として含まれるダイオキシン類，同様に農薬CN

P中に不純物として含まれるダイオキシン類，土壌中

に含まれるダイオキシン類への適用例がある．5.4ppm

のPCDFを含むPCB(KC-300)が分解するのと同様

炭素系触媒
-

300～350℃，

常圧

。》-O+O-@R+無機塩+Zk
図-4BCD法における反応（文献26をもとに一部改変）
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にダイオキシン類も分解し，また,CNP中に732ppb

含まれていたダイオキシン類が6時間の加熱で検出限

界(0.1ppb)以下になった26).総ダイオキシン類濃度

310ng/gの化学工場跡地土壌については,99.4%の

減少が認められている30)．

3.3.2他の化学的分解法

ここでは概要だけを示す．詳細は細見の総説26)に詳

しい．

化学抽出分解法(DMI(1,3ジメチル-2-イミダゾ

リン)/NaOH法）は，アルカリと非プロトン性極性

溶媒DMIの存在下，常圧で約200℃に加熱して脱塩素

を図る方法で，ビフェニル，ヒドロキシビフェニル，

無機塩および水が反応生成物となる．

t-BuOKすなわちカリウムターシャリーブトオキサ

イド法は，これがPCB中の塩素と反応しやすく，か

つ脂溶性であることを利用して脱塩素化を行うもので

ある．ビフェニル，ヒドロキシビフェニル，ブトオキ

シビフェニルおよび塩化カリウムが反応生成物となる．

金属ナトリウム法は，廃油中に金属ナトリウムを微

粒子状態で分散させ，分子中の塩素原子を塩化ナトリ

ウムとして除去する方法である．対象がPCBであれ

ばビフェニルが生成物となる．この方法によって20～

250ppmのダイオキシン類が処理後に0.5ppb未満まで

減少したという処理例がある31)．この方法では，反応

生成物が他の化学分解法と比較すると少ない．しかし，

金属ナトリウムを用いることから，当然ながら対象が

廃油に限られる．

3.4超臨界水分解法

最近の難分解性有害物質に対する分解技術の中でもっ

とも注目されているものの一つが，超臨界水の応用で

はないかと思われる．

超臨界状態とは，化合物固有の臨界温度，臨界圧力

をともに超えた状態で，このときの化合物は常温・常

圧時とは極めて異なった性質を示す．ここで一般に，

超臨界流体の物性を常温・常圧の気体および液体と比

較すると，密度は0.2～19/Cm3で液体同様であり，

粘度および拡散係数は気体に近いか気体と液体の中間

である．相互の溶解性と混合性とを合せもった流体と

いえる．しかし，超臨界流体をもっとも特徴づけるの

は，圧力と温度をコントロールすることによって上記

の諸物性を自在に変化させられることといってよい．

水の場合，常温・常圧での誘電率（分子内の分極に

よって生じた双極子モーメントの大きさすなわち分子

の極性の大きさを表わす.）は80と非常に大きく，極
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図-5

性の大きな溶媒である．ところが，圧力をかけながら

温度を上昇させると図_532)に示すように，誘電率Eが

減少していき,250℃では約30にまで低下する．この

状態ではまだ超臨界ではなく，亜臨界水である．とこ

ろで，このときの誘電率はメタノールやエタノールの

それにほぼ等しく，したがって，亜臨界水は極性有機

化合物の抽出に有効に作用すると考えられる33)．水の

臨界点は温度374℃，圧力218atm(22MPa)であり，

超臨界状態になると，誘電率が2近くまで下がるとと

もに有機物溶解度が非常に大きくなる．また，超臨界

水と酸素が完全に混和され，有機物の酸化速度が大幅

に高まる．一方で，無機物に対する溶解性は激減し，

NaClやNa2SO4などは100ppm以下しか溶解しない鋼).

有機塩素化合物を多量に含む廃棄物の場合，分解によっ

て塩化物イオンが生成するので，水酸化ナトリウムを

あらかじめ混合して分解反応が行われる．

図-5にはイオン積Kwの値も示されており，水の飽

和水蒸気圧下で温度が250～300℃になると水のイオン

積が最大に達し,10-'!付近となって常温での1000倍に

なる．このことから加水分解能力が大幅に強まり，各

種有機化合物の加水分解が容易に起こると考えられ

る35)．この状態下での反応はとくに水熱反応と呼ばれ

る．水熱反応を飛灰中ダイオキシン類の分解に応用し

た例として，山口ら36)は，飛灰をスラリー状態にして

オートクレーブを用いて反応を行わせ,300℃でかな

りの分解が生じること，メタノールと水酸化ナトリウ

ムを添加するとさらに分解が進み，飛灰中濃度が0.03

ng-TEQ/g以下まで低下することを見い出した．し

かし，灰は大量に発生することを考慮すると，処理プ

ロセスの実用性という面からかなりの困難があると考

えられる．
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超臨界水酸化法は，1980年代初頭にマサチューセッ

ツエ科大学のModellらによって提案され，その後の

開発はModar社によって進められた．最初の実用化

プラントはEcoWasteTechnologies社による排水

処理プラントである．海外でのダイオキシン類やPC

B処理への応用としては，汚染土壌の浄化がドイツハ

ンブルグエ科大学で検討されている37)．

「超臨界水酸化」と表現する場合，超臨界状態の水

にさらに過酸化水素や酸素を加えて酸化力をより強化

するという意味が込められているようである．現在は

まだ研究段階であるが，有害物質の分解処理を目的と

して,PCB38)およびダイオキシン類39)のほかフロン

に対しても基礎的な検討が行われている．ダイオキシ

ン類については，内部容積20cm3のステンレス鋼製の

回分式反応装置を用いて，温度400℃，圧力30MPaの

条件で，飛灰，水および酸化剤を入れて実験が行われ

た39)・用いた酸化剤は，空気，酸素および過酸化水素

である．表’にダイオキシン類総量および各同族体ご

との濃度を示すように,184ng/gであった飛灰が過

酸化水素を0.02%添加して30分間反応させた結果0.56

ng/gとなり,99.7%の減少率となった39)．過酸化水

素がもっとも効果的な酸化剤であることが示された．

実用規模装置化という点では，流通式のチューブリ

アクタータイプと槽型のベッセルリアクタータイプが

ある．分解反応の結果無機塩が多量に生成する場合に

は，これが析出しさらに金属材料表面に付着するので，

とくに前者のタイプの場合，閉塞に留意しなければな

らない40,4')．ベッセルリアクタータイプのパイロット

プラントを用いた試験が行われてきており,630℃，

24MPaの条件が適用されている．

超臨界水酸化法ではNOxやSOxといった排ガス成

分の発生はなく，難分解物質を分解する能力を利用で

きる．しかし，高温・高圧を必要とすること，腐食に

対処せねばならない嘘)ことから，連続操業という前提

に立つとき，装置面でまだかなりの工夫や対策を要す

るものと思われる．

なお，流体に二酸化炭素を用いて超臨界流体抽出43）

を行い，有害物質を少量抽出した後に超臨界水酸化を

行うことが規模とコストを優先したときに有利になる

のではないかと筆者は考えている．これについては，

紙面を改めて述べたい．

3.5水中ダイオキシン類の促進酸化法

ダイオキシン類を含む水試料に対するオゾン酸化法

の適用は従来から行われている2)が，近年，紫外線照

射あるいは過酸化水素の同時適用というかたちで高度

の酸化手法に関する研究が進行している．それは，ダ

イオキシン類を含む可能性のある水としてもっとも可

能性の高い埋立地浸出水を対象した検討である"'45)．

クロロベンゼン類をも含めた実験から，オゾン，紫外

線および過酸化水素3者を同時に用いた場合がもつと

び酸化剤によるダイオキシン類の分解例39）表1 超臨界水およ
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も効果が高く，約70～99%の分解率が得られている．

促進酸化法では，強い酸化力をもつOHラジカルが

分解反応を担う．過酸化水素を添加することによって，

オゾンとの反応によりOHラジカルの生成が増大する

と考えられるが，複雑な連鎖反応のなかで消費される

ラジカルの量を抑制することが重要となる．この観点

から，オゾンを分割注入できる高効率反応器の開発に

も力が注がれている46)．

ダイオキシン類の水への溶解度はおおむね10ng/l

程度であり，非常に小さい．燃焼工程からの排ガスと

しての環境排出が大部分であることを考えたとき，水

中の存在が想定され，分解処理技術の適用があり得る

のは浸出水と思われる．しかし，今後，ダイオキシン

類処理の必要性がより広い範囲，場面で生じることは

十分考えられる．

3.6微生物分解法

ダイオキシン類を分解可能な微生物には，土壌細菌

であるPsezJdo"zo"as属菌,AJcα"ge"es属菌，

IVoc(zr､djopsjs属菌Baci""s属菌など2)やﾘグﾆﾝ

を分解資化する木材腐朽菌類として知られる白色腐朽

菌などがある47)．

白色腐朽菌のうち分解能力の高いのものの代表は，

P加凡e『oc加erec"ysoSpo戸加γzである．この菌は

ダイオキシン類だけでなくDDT,PCB,ペンタクロ

ロフェノール，フェナントレンなど多種類の芳香族有

機塩素化合物および多環芳香族化合物を分解すること

が知られている48)．白色腐朽菌はリグニンペルオキシ

ダーゼ(LiP),マンガンペルオキシダーゼ(MnP)

などの酵素を二次的に産生することで知られ，木材中

のリグニンやセルロースを分解する．リグニンは複雑

な構造であるが，部分的に類似した化学構造をもつ有

機化合物に対しても高い分解活性を示すので多くの注

目を集めている．上記酵素は，培地中の窒素分を代謝

し終わった時点で二次代謝によって生成し始める．す

なわち，白色腐朽菌はリグニンを単独の炭素源として

利用することはなく，また酸素の豊富な条件で静置培

養を好むと従来からいわれる49)が，通常の空気条件下

でも十分生育可能なこと，化合物の種類によって分解

に適する炭素源と窒素源の比(C/N比）が異なるこ

と，および上記酵素による酸化分解以外の分解機構も

実験事実から示唆されることなどが，筆者らの研究で

明らかになってきた．

ダイオキシン類に関しては，欧米の研究例として，

塩素化されていないジベンゾ-p-ダイキシンがP．

エネルギー・資源

c/zrysospo沌邸mによって25日以内にほぼ完全に分解

されること50)，この菌が2,3,7,8-TCDDを資化する

こと，2，7－ジクロロジベンゾ-p-ダイオキシン(2,7-

DCDD)を27日間で50%,二酸化炭素まで分解でき

ることが紹介されている幅)．国内では，高田51)により，

腐朽材から分離したP.sord〃αと菌株保管機関から

入手したP.c"ysospo『虹mを用いて,4～8塩素

化ダイオキシン類10種類が2週間で50%以上分解され

ること，飛灰から抽出した多数のダイオキシン類がそ

れぞれ分解されることが報告されている．また橘ら52）

は，独自にスクリーニングした色素脱色力の強い菌お

よび従来よく知られた木材腐朽菌を計6種類用いて2,

7-DCDD分解能力を検討し,1.25mM添加した系で

30日間でP.c/Z7､ysoSpo『虹、により2,7-DCDDの約

66％が分解され，濃度が0.25mMと低い条件では，脱

色菌により30日間で約80%が分解されたことを報告し

ている．その分解率は，リグニンペルオキシダーゼ活

性が高くなるほど高くなった．

このようにダイオキシン類の微生物分解は可能であ

るが，その速度は遅い．とくに，多塩素置換体になる

と一般により遅くなる．微生物分解法を実際に適用す

る対象は，当面，汚染が低濃度で拡散した土壌が考え

られるが，微生物を高濃度に培養したリアクターにダ

イオキシン類を含む水やスラッジを導入するといった

方法も考えられよう．白色腐朽菌の場合，細菌同様の

リアクター組み込みはむずかしいとされるが，近年さ

まざまな方法が検討されている53)．たとえば,insitu

での土壌バイオレミディエーション技術として，白色

腐朽菌を植種することでジベンゾ-p-ダイオキシンの

分解を促進する方策が検討されている“)．しかし，土

壌や懸濁粒子，底質にいったん吸着したダイオキシン

類は微生物の作用を受けにくくなり，分解速度を遅く

する55)ことに留意しなければならない．吸着性の強い

化合物であるだけに考慮が必要である．

なお，微生物分解を物理化学的分解と組み合わせる

ことによって，化学構造上微生物分解をより受けやす

くすることも一手法であり,PCBの処理技術として

はすでに検討されている26)．

4．おわりに一分解技術の今後

ダイオキシン類のように有用性が認められず，有害

性が非常に強い化学物質を適正に分解・処理すること

の重要性は大きい．そのための技術は種々開発され，

あるものは実用化の域に達している．ただし，ダイオ
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キシン類を含む対象媒体と処理が行われる場の特性，

さらに本稿ではあまり触れなかったがコストなどを多

面的に考慮して最適な手段を選択すること力埋まれる．

技術の状況の把握と今後の方向性を考える上で，本稿

が多少とも参考になれば幸いである．
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